
登録者(課長)名【1】 子育て支援課長　中尾根　敬一

施策評価シート
子育て支援課(保育課、児童青少年課、子ど

【一次評価】主管課(関係課)【2】
【施策の概要】

も家庭支援センター)

検
証
項
目

施策成果の目標達成状況
■まだ未達成 □ほぼ達成 □目標を大きく上回る

【14】施策名【3】 分野【4】 まちづくりの方向性【5】 施策の
成果と課題 意識調査での満足度

創造性豊かな子どもたちが育つた □平均を下回る ■ほぼ平均 □平均を上回る創1-2 子育て支援の拡充 創造性の育つまちづくり 【15】めに
施策実現へむけた施策全体の課題【6】 施策の目標【8】 ◇子育て支援については、子ども家庭支援センター、地域子育て支援センター及び児童館・児童センターで実施し
キーワード【7】 ている子育て相談やひろば事業、認可保育所８園で実施している一時保育事業並びにファミリー・サポート・セン

　核家族化の進行や働く女性が増加する中で、保育サービスの需要はますます高ま ◆将来人口を見越した　子どもを安心して産 ター事業等を通じて実施しています。平成27年３月に策定した「西東京市子育ち・子育てワイワイプラン」を着実
っています。 保育サービスの確保 み、健やかに育てられ に実施していくことが課題となっています。
　本市では、安心して子どもを育てることができる環境づくりに積極的に取り組ん ◆子育て家庭のニーズる環境づくりを進めま 施策の成果と課題◇ひとり親家庭については、母子・父子自立支援員（常勤）を配置し、ひとり親家庭が抱える生活・健康・養育等
できました。同時に待機児童対策として保育施設の整備も進めてきましたが、ここ に対応したサービスのす。 (取組成果や目標 の相談や自立に必要な情報提供、問題解決のお手伝いなどを実施し、支援を行っています。
数年の待機児童数は200人前後を推移しており、保育施設は不足している状況です 提供 ◇認定こども園の普及・促進については、幼稚園からの移行が予定されていましたが、子ども・子育て支援新制度達成に向けた課。 ◆地域や子育てサーク の公定価格が現行の補助水準を下回ったために、取り止めとなり、移行が進まない状況となっています。
　平成27年度から実施される、子ども・子育て支援新制度では、総合的な子育て支 ル、子育て支援団体と 題、成果向上・ ◇病児病後児保育については、事業の委託先において施設改修を行い、定員２名を増やしました。今後も事業の提
援の計画とその方策が求められており、ニーズの把握に基づくサービスの確保が課 連携した子育て支援 コスト削減策等) 供体制の確保が課題です。
題となっています。概要 ◇保育所等入所待機児童については、子ども・子育て支援事業計画における多様な施設整備により国が目標として【16】　また、新制度を着実に推進させる一方で、子育てグループや地域の自主サークル いる平成29年度末までの解消を目指すとともに、幼稚園においては、保育ニーズへ対応や地域型保育事業からの卒
などへの支援をとおして、楽しみながら子育てができる環境づくりを進めることが 園児受入れなどの課題があります。計画的な事業の進捗と、実施に伴う運営等に係る財政負担の増加が課題となっ
必要です。 ています。

留意すべき点(都などの制度の変化・その他制約条件・社会環境の変化)【9】

検
証
項
目

施策の重要性の変化◇平成25年６月「子どもの貧困対策の推進に関する法律」が公布されました。 □弱くなっている □以前と同程度 ■強くなっている
◇平成26年12月「まち・ひと・しごと創生総合戦略」が閣議決定され、「若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる」と 【17】

今後の方針いう方向性が示されました。 意識調査での重要度
◇平成27年３月に東京都は「東京都子供・子育て支援総合計画」、「東京都ひとり親家庭自立支援計画」を策定しました。 □平均を下回る □ほぼ平均 ■平均を上回る

【18】◇平成27年３月に西東京市は「西東京市子育ち・子育てワイワイプラン」を策定しました。
◇平成27年４月に子ども・子育て支援法が施行されました。 ◇子育て支援の拡充については、平成27年３月に策定した「西東京市子育ち・子育てワイワイプラン」（本プラン

事業群名【10】 事業群の施策上の位置づけ【11】 に内包する子ども・子育て支援法に基づく子ども・子育て支援事業計画）を着実に実施することにより対応します
。

事
業
群

多様な子育て支援サービスの充実に努めます 子どもを安心して産み、健やかに育てられる環境の整備
1 ◇ひとり親家庭の自立に向けた支援については、貧困の連鎖を防止するため、生活困窮者自立支援制度や子供の貧

困対策に関する大綱を踏まえ、学習支援など支援策を検討していきます。今後の方針子育て支援団体などへの支援及び連携を図ります 子どもを安心して産み、健やかに育てられる環境づくり
2 ◇認定こども園の普及・促進については、国の公定価格の改善・見直しが課題であることを踏まえ、今後の子ども

(具体的な事業群 ・子育て支援新制度の動向に留意するとともに、幼稚園の預かり保育の充実など支援のあり方を検討します。
や事務事業を示 ◇病児・病後児保育事業については、関係団体との調整や医療設備の整備など実施に向けた課題を整理検討しなが

ら、新規施設の設置などにより提供体制の確保に努めます。しながら)
◇「若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる」施策については、今後、策定を予定している「地方版総合

【19】 戦略」において、検討し、取組を進めていきます。
◇保育所等入所待機児童の対策については、保育ニーズや地域の状況、就学前児童数の推移などの的確な把握に努
め、市の財政に与える影響を勘案しながら、効果的な施設整備や子育て支援サービスの充実に取り組むことにより
対応します。

【施策の成果】

総
合
評
価

施策内容の
■ 拡充 □ 現状維持 □ 絞込み

年度 24 25 26 27 28 29  方向性【20】
施策実施

指
標
１

名称 目標値 単位 ■ 重点化 □ 現状維持 □ 効率化「子育て支援の拡充」に対する満足度 21％ ％ コストの
 方向性【21】

説
明

算
出
式
・

実績値 18.6 18.6 18.6 14.6 施策実施　子どもを安心して産み育てられるように、市が行っている「子育て支援の拡充」
Ⅰ 成果の向上を図るため、コストの重点化を行う施策領域の取組に対する評価を、市民意識調査の「市民満足度」により把握します。

  方針【22】
達成率 89% 89% 89% 70%

【一次評価後の事情変更等】

指
標
２

名称 目標値 単位待機児童数 50人 人

説
明

算
出
式
・

実績値 190 184 193 143　女性の社会参加や仕事との両立には子育て支援として保育所等の施設整備が重要
です。保育の需要に見合った十分な施設の整備を進め、保育所の待機児童数を減ら

成
果
指
標

すことを目標とします。
達成率 26% 27% 26% 35% 説明【23】

指
標
３

名称 目標値 単位

【12】

説
明

算
出
式
・

実績値

達成率 【行革本部評価】

総
合
評
価

施策内容の
■ 拡充 □ 現状維持 □ 絞込み

指
標
４

名称 目標値 単位  方向性【20】
施策実施

説
明

算
出
式
・

実績値 ■ 重点化 □ 現状維持 □ 効率化コストの
 方向性【21】

　子育て支援の拡充については、認可保育園や地域型保育施設の新設、施設の耐震改修、一時保育の拡充、病児・
達成率 病後児保育の充実などを実施し、安心して子どもを育てることのできる環境づくりに積極的に取り組んできました

が、待機児童の解消までには至っていません。今後は平成27年４月に施行された「子ども・子育て支援法」や「ま
達成率の平均値 58% 58% 58% 53% ち・ひと・しごと創生法」などに基づく各種取組が求められています。判断理由等

　市民意識調査結果では、前回調査と同様に重要度は高く、今後も保育需要に的確に対応する必要がありますが、
【市民意見】【13】 【24】 一方で施設整備を進めることは、将来の市財政に大きな負担となることから、将来人口を見据えた上での効率的な

対応が求められます。そのため、保育園の民間委託等や学童クラブ施設の適正配置、保育料や育成料の検討など、24年度 27年度
持続可能な体制づくりのための取組に努めるべきと判断しました。

満足度(％) 18.6% 満足度(％) 14.6% 満足度(％)
各年次の市民意識調査で、

満足度 満足度 満足度 施策ごとの「満足、やや満 施策実施-0.11 -0.1 Ⅰ 成果の向上を図るため、コストの重点化を行う施策領域(平均ポイント) (平均ポイント) (平均ポイント) 足」「重要、やや重要」の   方針【22】
合計値として算出しています。重要度(％) 75.3% 重要度(％) 73.6% 重要度(％)

重要度 重要度 重要度1.36 1.31
(平均ポイント) (平均ポイント) (平均ポイント)



評価年度

認定

【

こども園への支援 子育

2

て支援課 　認定こども

8

園への支援については

】

、子ども・子育て支援

事

法に基づく公定価格が

務

示され

た結果、認定こ

事

ども園に移行を予定し

業

ていた市内の私立幼稚

サ

園２園は、移行を取り

ー

やめ

ることとなった。

ビ

今後の子ども・子育て

ス

支援新制度の動向を注

貢

視するとともに、幼稚

献

園

の預かり保育の充実

度

など支援のあり方を検

名

討します。

0 0 0 　認

称

定こども園への支援に

【

より、就労

等により保

2

育を必要とする家庭の

5

支援

が充実し、子ども

】

を安心して産み、健

や

担

かに育てられる環境づ

当

くりの推進に

寄与して

課

います。

－

【26】 概要【

待機児童対策の推

2

進 保育課 　子ども・子

7

育て支援事業計画に基

】

づき、平成29年度末

の

までの待機児童解消を

評

目指し、

多様な保育施

価

設の整備を進めます。

施

385,928 377

策

,694 8,234 　

に

保護者の就労形態やラ

お

イフスタイル

の多様化

け

に伴い、就労等の理由

る

で家庭

で保育できない

位

事情に応じ、保育所等

置

で子どもたちを適切に

づ

保育し健全育成

を図る

け

ため、待機児童の解消

【

を目指し

ています。

Ａ

31】
水準との 【3

保育園施設の改修 保育

2

課 　耐震改修工事は、

】

平成26年度にけやき

事

保育園、はこべら保育

業

園を実施したことによ

費

り

終了しました。大規

人

模改修工事は、計画的

件

に改修することにより

費

、施設の老朽化に対応

 

し、保育環境の向上を

(

図ります。

0 0 0 事業

直

化

(平成21年度)

－

近

　老朽化した保育園施

)

設を改修するこ

とによ

【

り、保育環境の向上を

2

図ってい

ます。

Ｂ

9】
 比較【30

保育

】

園の民間委託等の

実施

1

保育課 　多様化する保

病

育ニーズに対応し効率

児

的な運営を行うため、

・

保育園運営の民間委託

病

化を

進め、平成27年

後

度に芝久保保育園を委

児

託化したことにより、

保

７園の委託化を行いま

育

した

。

　平成28年度

室

以降の民間活力の活用

の

については、今後検討

運

する予定です。

1,2

営

27,285 1,22

子

1,521 5,764

育

拡充

(平成25年度)

て

下 　民間活力の導入に

支

より、効率的な保

育園

援

運営を行うとともに、

課

多様な保育

サービスの

　

拡充が図られています

病

。

Ｂ

児・病後児保育事

保育サービス第三

業

者評

価実施事業費

保育

は

課 　認可保育所や認証

、

保育所が実施する保育

病

サービスについて、保

気

護者アンケートや事業

の

者ヒアリングを通じて

最

第三者機関が評価し公

中

表することにより、施

又

設が実施する内容の

見

は

直しを検討し改善する

回

ことで、保育サービス

復

の質の維持向上を図り

期

ます。公立園以外

は補

に

助事業により実施を支

あ

援します。

 

7,90

っ

1 6,254 1,64

て

7 改善・見直し

(平成

、

18年度)

中 　保育ニ

保

ーズに対応するために

育

多様な

保育施設が増加

園

する中、第三者機関に

・

よる客観的な評価を定

幼

期的に受けるこ

とによ

稚

り、保育サービスの質

園

の確保、

向上を図るこ

・

とができます。

Ｂ

小学校

などに通え

学童

な

クラブ施設の適正

配置

い

の検討

児童青少年課 　

子

児童の推移等を踏まえ

ど

、設置の必要な地域を

も

特定し、小学校の校舎

を

活用を原則に、適

切な

一

施設規模や設置時期の

時

検討を進めています。

的

また、サービスの拡充

に

と運営コストの

抑制な

預

ども念頭に、民間委託

か

化を進めていきます。

る

10,124 10,1

施

24 0 継続実施

(平成

設

25年度)

中 　大規模

で

学童クラブの解消を図

、

ること

で子どもたちの

市

安全で快適な空間を確

内

保し、児童福祉の向上

の

に寄与していま

す。

Ｂ

２つの医療機関に委

ファミリー・サポート

託

・センターの運営

子ど

し

も家庭支援セ

ンター

　

、

地域の中で育児を支援

合

する人（サポート会員

わ

）と育児の支援を受け

せ

る人（ファミリー

会員

て

）が、子育ての相互援

定

助を行う有償ボランテ

員

ィア活動の運営を、社

1

会福祉協議会へ

委託し

0

て実施しています。

 

名

11,787 9,31

の

7 2,470 継続実施

事

(23)

中 　地域住民

業

の相互援助による活動

を

で、

子育て家庭のニー

実

ズに対応したサービ

ス

施

を提供し、子育てを支

し

援するための

環境の整

て

備が図られています。

い

 

Ｂ

ます。

27,289 27,289 0 改善・見直し

(21)

中 　病児・病後児保育事業の実施により

、子どもを安心して産み、健やかに育

てられる環境の推進に寄与しています

。

Ｂ

母子家庭の自立に向け

た支援

子育て支援課 　母子家庭の自立に向けた支援については、母子・父子自立支援員（常勤）を配置し、

ひとり親家庭が抱える生活・健康・養育等の相談や自立に必要な情報提供、問題解決の

お手伝いをしています。

【

また、母子・父子自立

施

支援プログラム策定員

策

（非常勤）を配置

し、

内

児童扶養手当受給者に

の

対して自立目標及び就

事

労支援プログラムを策

務

定し、継続的な

自立・

事

就労支援を実施してい

業

ます。

1,346 1,

貢

346 0 　ひとり親家

献

庭への自立支援を実施

度

す

ることにより、子ど

判

もを安心して産み

、健

定

やかに育てられる環境

】

の推進に寄

与していま

創

す。

Ｂ

1-2 子育て

ひとり親家庭ホームヘ

支

ルプサービス事業の実

援

施

子育て支援課 　ひと

の

り親家庭ホームヘルプ

拡

サービス事業は、ひと

充

り親家庭の親が一時的

総

な傷病などで

日常生活

コ

に困っているとき、一

ス

定の期間、ホームヘル

ト

パーを派遣し、日常生

(

活の世話等

を行うもの

千

で、事業者に委託して

円

実施しています。

5,

)

091 5,091 0 継

事

続実施

(20)

中 　ひ

業

とり親家庭ホームヘル

群

プサービス

により、ひ

2

とり親家庭が子どもを

6

安心

して産み、健やか

市

に育てられる環境の

推

の

進に寄与しています。

　

Ｂ

　：



評価年度【28】 事務事業
サービス 貢献度

名称【25】 担当課【26】 概要【27】 の評価 施策における位置づけ【31】
水準との 【32】事業費 人件費  (直近)【29】

 比較【30】

2 子育て相談、交流広場

、一時保育事業の実施

保育課 　５か所の基幹型保育園に設置された地域子育て支援センターを中心に子育てに関する

講座や交流事業を実施し、子育て相談等に対応しています。また、保護者のさまざまな

事情により家庭で保育することか困難な時に一日単位で利用できる一時保育事業や、保

護者の病気などで一定期間お預かりする緊急一時保育事業を公立保育園を中心に実施す

るなど、地域で子育てをしている家庭を支援しています。

67,508 63,391 4,117 改善・見直し

(平成21年度)

中 　在宅で子育てする家庭を支援するた

めの様々なサービスメニューを整える

ことで、地域での子育て支援の充実を

図っています。

Ｂ

【施策内

事

の

業の合計 1,744,

事

259 1,722,0

務

27 22,232

事業貢献度判定】 創1-2 子育て支援の拡充
総コスト(千円)

事
業
群

26市の　　：


